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2025年度『時間外勤務の状況』データから検証
長時間労働が偏在する所属が明確な今こそ、具体的な解決策を実行に移すべきです
月４５時間超職員数は前年度より増加！
業務量増加や欠員を理由とした多忙化は進んでいる
本県における『働き方改革』の課題や問題点について改めて考えます！
みなさんは、グループウエア『働き方改革ポータル』に掲載されている、６月10日（水）開催の働き方・行政改革推進本部会議の開催結果はご覧になりましたか。
ここに、2025（令和7）年度の時間外勤務等の状況が、参考資料として公開されています。
昨年度も、働き方改革取組方針が掲げる数値目標（月80時間超の職員ゼロ）が達成されなかったことは、すでにご承知かと思いますが、時間外勤務の実態や限度時間（月45時間超）、上限時間（月100時間超など）の実績データをつぶさに検証していくと、本県の働き方改革の現状が浮かび上がり、課題や問題点が見えてきます。
『月100時間超職員ゼロ』の裏に潜む、隠れた『過労死ライン』の存在を見逃すな

図１、図２を見ると、2025年度は前年度と比べ、県が条例等で定める月45時間の限度時間を超える職員数が増えており、業務量の増加や欠員等の理由により、一層の多忙化が進んでいると考えられます。
一方で、いわゆる上限時間等を超える職員数は横ばい、もしくは減少しています。特に目を引くのが、厚生労働省が定める過労死ラインとされており、健康障害や過労死のリスクが著しく高まると言われている、月100時間を超える時間外勤務を行った職員が0人となっていることです。
そもそも、月100時間超の時間外などあってはならない事態なのですが、何はともあれ、こうした極めて異常かつ危険な状態が（一時的にせよ）解消されたことは、喜ばしいことのように思われます。
ただ、近年は職員の意識改革も進み、朝夕ミーティングや管理監督者によるログチェックもかなり浸透しています。とりわけ上限時間等を超えた場合、その原因が厳しく追及されることから、限度時間や上限時間を超える間際で業務をコントロールさせることは、普通に行われています。
100時間（又は80時間や45時間）といったラインの間際に、隠れた『過労死ライン』の職員が多数存在している可能性は極めて高く、より詳細なデータを公開した上で、しっかりと検証される必要があると考えます。
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長時間労働が常態化した所属への業務改善対策は待ったなしの状況です！
昨年11月に開催された働き方・行政改革推進本部会議では、それまでの取組を総括し、新たな方針として『働き方改革のアップデート』が示されました。
内容の是非はともかく、常に取組み状況を見直した上で問題の解決に結びつける姿勢は、組合としても大いに賛同するところです。
この新たな取組みのポイントのひとつに、『職位･所属に偏在する長時間労働の是正に注力する』とあり、特定の所属において長時間労働が常態化していることから、その解決のため、偏在が顕在化している所属に対する個別伴走支援を実施する、としています。
図３は、2025年度における、年間720時間超職員数ですが、延べ10人のすべてが福祉こどもみらい局に集中しています。
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これらについて、昨年度は中井やまゆり園の独法化の課題があったことは承知していますが、一方で長年の課題である児童相談所の業務負担軽減については、未だ有効な対策が見えて来ないのが現状です。
こうした長時間労働が常態化した所属に対し、職員の深刻な健康障害を回避するためにも、いまこそ『働き方改革のアップデート』に基づき、長時間労働是正のための解決策を示した上で実行に移すべきです。

投稿 人事制度の見直しについての提言
最近、人事当局は「組織の年齢構成の変化に対応」などを理由に人事制度の見直しを始めているようだ。

　ただそれは、バブル崩壊後の採用抑制、小泉内閣の集中改革プラン等による無理な人員削減が原因で、当初からわかっていたことであり、遅きに失する感がある。

　そうはいっても、県民に良質なサービスを提供し続けるためには、人事制度の見直しは不可欠であるので、提言したい。

１．人事制度見直しの目的

　当局は人事制度見直しの一番の目的を「管理職の不足」への対応ととらえているようであるが、そんなことは枝葉の問題で、それだけなら後述する「局の分割・部の廃止」、「役職定年の一時凍結」で十分である。あとは管理職が一生懸命真面目に働けばよい！

　一番の目的は「人材育成」とすべきである。

　次のグラフ（2025年神奈川県人事委員会報告・勧告資料P3）をご覧いただきたい。
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　年代ごとの職員数の2015（平成27）年と2025（令和7）年の比較である。

一見してわかるのは、2015年は若年層に比べて中堅層が多く、2025年度は中堅層が極端に少ないことである。

　別の見方をすると、2015年は指導・育成を受ける若年層よりも指導・育成をする中堅層が厚かったが、2025年は若年層を指導・育成する中堅層が極めて少ないということである。
近年の採用者は大変優秀な職員が多いと感じるが、職業人として、県職員としての指導・育成を受けない限り、ただ素材がいいだけでは良質な県民サービスはできない。

　いかに若年層の指導・育成体制を充実させるか、それこそが喫緊の課題である。

２．具体的方策の提言

①再任用職員・60歳以上の定年延長者の活用　現在の再任用制度、定年延長は、人手不足を補うために定年延長者等にも普通の事務分担を行い、これまで培った経験や能力を無駄に扱っている。
　人材育成を担う中堅層が少ない現状では、再任用職員、定年延長者に人材育成を担ってもらう体制を整備すべきである。

・再任用職員、60歳以上の定年延長者で、意欲、能力のある者は、基本的には実務を割り振らず、若年層の人材育成を主たる業務とする。

②係長制度の導入

　若年層のうちに自分の仕事だけでなく、周囲の状況を把握し、マネジメントを行うことは、その職員の成長の糧となる。

　当然、思わぬ能力を発揮する職員もいれば、マネジメントには不向きな職員もいる。その職員の得手不得手がわかれば、その後その職員の得意分野にあった人材育成をしていく契機ともなる。

・業務ごとの小規模単位（係員2～4人程度）の係を設置する。

・基本的に主査昇した職員は、任用ではなく役割として一度は係長を経験させる（相当な理由があれば辞退可）。

・同一所属3年目の主査を係長とし、3年間係長業務を行わせる。

・係長は、係員の業務のサポート、係のマネジメントを主たる業務とし、事務分担は軽減する。

・係の上にGLを置く。副主幹等は基本的には係に属する。

③局の分割・部の廃止

　現行の「局・部・課」制は無駄な調整が多い。

・基本的には部を廃止する。

・局は以前の部制時代の単位に分割する（例：環境農政局⇒環境局、農政局）。

④役職定年制の一時凍結

　民間企業においても同様の問題を抱えており、一度導入した「役職定年制」を廃止または凍結している企業が出てきている。

・人員構成が適正化するまでの間、役職定年制を一時凍結する。
自治労県職連合第18回定期大会

自治労県職労第45回定期大会
○場所：波止場会館４階

○日時：9月11日（金）
　　　　　　　　　（詳細は次号で！）

・結婚・出産された方！
　　お祝い金の申請は3年以内です！
・引っ越しをされた方
　　届出はお忘れなく！
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図１（働き方・行政改革推進本部資料より抜粋）





図１（働き方・行政改革推進本部資料より抜粋）





図２（働き方・行政改革推進本部資料を基に自治労県職労が編集）





図３（働き方・行政改革推進本部資料より抜粋）





令和7年　職員の給与等に関する報告及び給与改定に関する勧告（資料編）より








